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研究成果の概要（和文）：本研究では、近畿圏域内の基礎的自治体を対象にした比較研究等を通
じて、地方自治体の保健福祉行政における改革戦略ツールとしての地域福祉計画が有効に機能
するためには、①市民参加・住民参加推進の基盤となる校区組織（小地域福祉活動推進組織）
としてのコミュニティを形成すること、②それを促進しうるコミュニティワーカーやコミュニ
ティ・ソーシャルワーカーの校区コミュニティにおける位置づけ、等が不可欠であることが明
らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）：This social survey is conducted on the purpose of analyzing the 
effectiveness of Community Welfare Plans through comparative studies among 
Municipalities in the Kinki Area. The focus of this survey is to clarify the 
developmental strategies of local communities by the Health and Welfare Departments 
of Municipalities with the use of Community Welfare Plans. This survey was resulted 
in the following findings; ①the importance of organizing local area organizations to 
promote people’s participation, ② the importance of Community Workers or 
Community Social Workers to play the role of change agents.  
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１．研究開始当初の背景 
 本研究は、これまで別々に進めてきた(1)
地域福祉計画研究、(2)コミュニティワーク

研究、における研究の有機的・発展的統合を
目指して進めてきた背景があるといえる。 
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(1) 地域福祉計画研究については、これま
でに以下の 2つの研究プロジェクトの成果・
構想を継承するかたちで始まっている。 
 
① まず第 1 に、日本地域福祉計画の科研地

域福祉計画研究プロジェクトとして始ま
った「協働と参加による市町村地域福祉
計画のシステム形成および評価方法に関
する実証的研究（2003～2005 年度、研究
代表者：牧里毎治）」では、「市町村地域
福祉計画を協働・参加を促進するシステ
ムづくりとしてどう評価するのか」とい
う観点から、全国各地における市町村地
域福祉計画の比較分析を行った。また、
当該研究の中でも、政令指定都市におけ
る比較研究の研究成果を継承している。 

② その後、「政令指定都市における地域福祉
計画に関する研究（2006～2007 年度、研
究代表者：平野隆之）」では、「横浜市・
大阪市・名古屋市」を対象に調査を実施
し、政令指定都市の地域福祉計画策定・
推進時における自治体内分権の二重構造
（行政―社協、市―区）から地域福祉実
践における分権のあり方を分析した結果、
地域福祉計画の策定・推進に関する諸要
件について明らかにした。この研究によ
り、小学校区を基盤として校区地域福祉
活動と、それを促進・支援するコミュニ
ティワークが、住民参加を促進する機能
として求められるという事を解明したと
いえ、本研究へと繋がっていったといえ
る。 

 
(2) また、コミュニティワークに関する研
究の蓄積としては、「福祉への市民参加を促
進するコミュニティ・ワーカーの機能と役割
に関する質的研究（2005 年度、研究代表者、
高田眞治）」において、先行実践・活動を展
開してきた「先駆的」なコミュニティワーカ
ー（人物）の実践内容や方法、ワーカーの持
つ価値や背景を分析し、そこからコミュニテ
ィワーカーの構成要件を規定することで、典
型的なコミュニティワーク実践の方法やあ
り方、実践に必要な援助者としての視点、ま
た、計画策定のプランナーとしての機能並び
に住民参加を促進する開発機能等を明らか
にした。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、市町村地域福祉計画において、
「住民の参加・参画」の場としての「校区
（小・中学校区）」に着目し、福祉コミュニ
ティとしての校区の実態及び、地域福祉計画
策定・推進におけるコミュニティワーク実践
の機能と役割を実証的に明らかにすること
を目的としている。 
 

３．研究の方法 
 本研究では、(1)市町村における地域福祉
活動を推進している組織についての実態把
握やコミュニティワーカーへの意識調査を
実施した量的アプローチの調査法、(2)社会
的企業やコミュニティビジネス等の先駆的
かつユニークな民間組織活動を展開してい
るコミュニティワーカーや社会起業家とい
った事例への質的アプローチの調査法、とい
う 2つの研究方法に整理する事が出来る。 
 
(1) 市町村行政および市町村社会福祉協議
会に対する量的調査に関しては、以下の 2つ
を実施している。 
 
① 近畿圏域内を対象に実施した行政(地域

福祉計画の実質化についての検証)およ
び社会福祉協議会に関する調査(コミュ
ニティワーカーの担当校区数とコミュニ
ティワークの関連性の検証、地域におけ
る住民参加を促進するコミュニティワー
カーの技術の要因についての検証)につ
いては、平成 21 年 8月から 9月にかけて
実施した。調査方法は、郵送によるアン
ケート調査であり、調査対象 140 市町村
のうち、行政調査 78 ヶ所(55.7%)、社会
福祉協議会調査 77 ヶ所(55%)の回答をえ
た。 

② もう一方で、都道府県レベルにおける小
地域福祉への政策課題を検討するため、
これまでに共同研究などの経験がある 6
つの県（茨城県・富山県・滋賀県・兵庫
県・広島県・高知県）の社会福祉協議会
の協力をえて、６県下の市町村社会福祉
協議会に対して、平成 21 年 2月から 3月
にかけて「小地域福祉活動推進組織」に
関する実態把握をアンケート調査として
実施した。調査対象 181 町村のうち、165
ヶ所(91.2%)からの回答をえた。 

 
(2) 量的調査では把握出来ない先駆的事例
およびユニークな事例に関しては、主にケー
ススタディ法による質的調査を行った。ゲス
トを招聘し、インタビュー調査を実施したほ
か、調査対象地へフィールドワークを実施す
るなどして、情報を収集した。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究は、市町村福祉行政の地方分権
を指向するうえで市町村地域福祉計画が行
政改革の方策になりうるか、市町村福祉政策
を変えるインパクトとして地域福祉計画を
位置づけることができるかという課題認識
のもとに進められてきた。地方自治体の保健
福祉行政における改革戦略および、市民参
加・住民参加が推進できるツールとして、地
域福祉計画の策定がどのように作用するの



か、そして、地域福祉計画の実施が有効に機
能するには市民参加・住民参加の基盤となる
校区組織としてのコミュニティ形成が不可
欠であることが明らかになった。また、保健
福祉ニーズの発見から生活問題解決につな
げるサービス開発までの保健福祉施策の運
用プロセスに校区単位のコミュニティから
の市民参加・住民参加が機能していなければ
効果をあげることができないことも判明し
た。 
 
(2) 近畿圏域内の基礎的自治体を対象にし
た比較研究のなかで自治体地域政策および
保健福祉施策の連携と自治会・町内会などエ
リア型コミュニティを地域福祉の「推進装
置」として位置づけているかいないかで、地
域福祉計画策定の成果の現れ方が明らかに
違うことがわかった。基礎的自治体の行政指
導が地域福祉計画策定と実施において比較
的強力に推進された場合と、民間団体である
社会福祉協議会が中心に校区コミュニティ
を基盤に組織化した場合とでは、市町村地域
福祉計画が生み出すアウトカムは明白に違
っていた。つまり、校区コミュニティが地域
福祉の「推進装置」として意識されていたか
どうかが決め手となっていたといえる。この
「推進装置」は、ニーズ発見からサービス需
給調整、新しいサービス開発とを市民・住民
とともに行政が協働していく「政策空間」と
して行政システムを形成しているかどうか
によって大きく違いがでてきてしまった。こ
の「政策空間」は市民・住民と行政との「協
働空間」ともいうことができるが、まさにニ
ーズ発見・問題認識の段階から公民協働、官
民協力の連携やネットワークが形成されて
いなければ、見えないものである。この「協
働空間」をニーズ発見の局面、サービス提供
の局面でプログラム化したり、新機軸として
打ち出すプロジェクトとして可視化してい
るのが際だった特徴であった。 
 
(3) さらに、小地域における「推進装置」
としての組織を「小地域福祉活動推進組織」
（以下、推進組織）として位置づけ、推進組
織に関する実態把握の調査を実施した。この
調査の目的は、推進組織とワーカー配置の分
析枠組みを形成し、都道府県レベルでの小地
域福祉の政策課題を明らかにすることであ
る。なお、この調査においては、６つの県（茨
城県・富山県・滋賀県・兵庫県・広島県・高
知県）の市町村社会福祉協議会（政令指定都
市を除く）との共同研究として実施し、市町
村社会福祉協議会に対するアンケート調査
に基づく比較研究を行っている。調査結果か
らの新たな知見としては、以下の 3 つが明ら
かになった。 
 

① 推進組織のこれまでの類型に対して、地
区社協と自治会福祉部を掛け合わせた新
たな４タイプ（自治会福祉部・福祉委員
あり・なし、地区社協あり・なし、で掛
け合わせた 4 タイプ）を提示し、それら
が合併を経て、ひとつの市町村の中に併
存していること。 

② 地区担当ワーカーの配置においては「支
所」の位置づけを明確にした分析が必要
であること。 

③ 推進組織のタイプだけでなく、組織体制
強化の状況（拠点や事務局）やワーカー
配置の現状は都道府県によって違いがみ
られること。 

 
(4) 市民・住民によるニーズ仕分けから問
題解決の公民ネットワーク形成などは、まさ
しくコミュニティワークとよばれる伝統的
な社会福祉の手法であるが、校区コミュニテ
ィで拾い上げる個別事例をボランティアに
よる相談活動を組織化することを通じて日
常的・恒常的に政策課題に載せていくルート
とルールを開拓していた。個別事例であって
も政策課題の俎上にのせるためには専門職
や行政職の高度な対応が担保されなければ
ならないが、エリアごとに設置された専門
職・行政職の連携ネットワークを繋ぐコンシ
ェルジェ機能を有するコミュニティ・ソーシ
ャルワーカーなる「新福祉職」を配置してい
た。 
 
(5) このような校区機能として個別ニーズ
を吸い上げる総合相談活動は、校区コミュニ
ティの持続的・恒常的な存在が前提となって
おり、無縁社会と呼ばれるような絆や繋がり
のなくなった地域社会では限界も見られる
ようになってきている。そもそも市町村地域
福祉計画が策定されていない、校区コミュニ
ティの形成と持続的発展がないなど多くの
自治体が直面しているケースでは、市民参加
も住民参加も見えないままになっていた。む
しろ地域性のないＮＰＯなど非営利民間団
体が局地的・先駆的に地域社会ベースのケア
活動などの事業展開を試みていた。 
 
(6) 無縁社会に象徴されるような地域社会
の崩壊や形骸化、あるいは空洞化などが想像
以上に進行していて、旧来の地域社会の住民
の繋がり(ある種のソーシャル・キャピタル) 
を前提にした住民組織化手法では有効性を
喪失させつつあることも明確になってきた。
地域福祉計画策定の意思も関心もない基礎
的自治体では、やむにやまれずＮＰＯなどの
民間団体や社会的企業とよばれる非地縁系
の組織が活躍していた。コミュニティビジネ
スなど地縁系のＮＰＯなどの存在も確認で
きたが、元来、非地縁系のＮＰＯと地縁系団



体が融合したり連携したりする協働の取り
組みは可能なのかが課題として残された。 
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